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外国子会社合算税制の配当控除に係る当初申告要件と政令委任の範囲

事実の概要

　１　内国法人Ｘ（原告・控訴人）は、平成 29 年
8 月 21 日、米国法人からスイス法人Ａ社の全株
式を取得し、Ａ社とその完全子会社である香港
法人Ｂ社（以下「Ａ社等」という。）は、Ｘに係る
特定外国子会社等（措置法 66 条の 6第 1項。以下、
措置法及び措置令は、特に断らない限り平成 29 年改
正前のものをいう。）となった。Ａ社等は、同年 3
月から 6月までに、それぞれの子会社から措置令
39条の 15第 1項 4号の控除対象となる剰余金の
配当等（以下「本件各配当」という。）を受けていた。

　２　Ｘは、平成 31 年 3 月 29 日、平成 30 年
12 月期の法人税等の確定申告をしたが、Ａ社等
の平成 29 年 12 月期に係る課税対象金額を益金
の額に算入せず、本件各配当の額を基準所得金額
の計算上控除するための明細書（以下「控除明細書」
という。）も添付しなかった。
　Ｘは令和 3年 6月 29 日に控除明細書を提出し
たが、所轄税務署長は、同年 7月 7 日、確定申
告書への添付がなく、措置令 39 条の 15 第 8 項
ただし書の「やむを得ない事情」もないとして、
本件各配当の額を控除せずに計算した課税対象金
額を益金の額に算入し、増額更正処分及び過少申
告加算税賦課決定処分をした。
　Ｘは、審査請求を経て各処分の一部取消しを求
めて出訴し、①措置令 39 条の 15 第 8項（以下「本
件規定」という。）は措置法 66 条の 6第 2 項 2 号

（以下「本件委任規定」という。）の委任の範囲を逸
脱する、②本件への適用も委任の範囲を逸脱する、
③「やむを得ない事情」がある、と主張した。原
判決は各主張を排斥し、訴えの一部を却下し、そ
の余の請求を棄却した１）。本判決は原判決を引用
し、補足の説示を加えて控訴を棄却した。

判決の要旨

　１　本件委任規定は、我が国の法令に準じた所
得計算の「統一的な基準を定め、租税回避に対処
することを目的とする」ものであり、その基準を
「どの規定にどの程度準ずるものとするかなどと
いった点」は「優れて技術的かつ細目的な事項」
として「内閣の専門技術的な裁量に委ねられてい
る」（原判決引用部分）。

　２　本件規定は「控除を受ける意思を明らかに
させるとともに、課税庁が、……控除の可否やそ
の額の判断の根拠となる資料を内国法人から早期
かつ確実に収集し、適正かつ迅速に上記判断をす
ることを可能にする」趣旨のものである。事後の
控除を認めると「特定外国子会社等の存在自体を
課税庁に申告しないというインセンティブ……を
さらに助長させ、租税負担回避の防止や税負担の
実質的な公平の確保といった外国子会社合算税制
の目的に沿わない結果を引き起こすおそれがあ
る」ため、当初申告要件には「外国子会社合算税
制の目的に照らし、合理性がある」（原判決引用部
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分）。

　３　平成 23 年 12 月改正は、事後適用に問題
のない措置の当初申告要件を撤廃したものであ
り、「個々の制度や条文の目的等に照らして当初
申告要件が必要であるもの」の撤廃まで内容とし
ない（原判決引用部分）。
　措置令 39 条の 15 第 1 項 4 号が特定外国子会
社等の子会社からの配当等の額を控除する旨定め
ることは、法人税法 23 条の 2第 1項の益金不算
入に照らし「我が国の法人税法の規律に準ずるも
のであって、本件委任規定の定めに沿う」。もっ
とも、「外国子会社合算税制は、租税回避の防止
を目的とした制度であって、特定外国子会社等の
存在やその所得につき課税庁に申告しないという
インセンティブが働きやすい点や、特定外国子会
社等がその子会社から受ける配当等の額は納税者
である内国法人の損益計算書に記載される情報で
はない点などにおいて、外国子会社配当益金不算
入制度とは異なる考慮を要する面があり」、「情報
を早期の段階で確実に収集する必要性はより高い
ことに照らすと」、同制度の当初申告要件撤廃後
も本件規定を維持することは「その制度目的に
照らして合理性がある」といえ、「内閣が有する
専門技術的な裁量の範囲内にある」（本判決補足部
分）。

　４　「法人税法及び措置法による所得の金額の
計算において、当初申告要件のような手続規定が
課税要件として規定されることがあり、平成 23
年 12 月税制改正前においてはその点も含めて、
外国子会社配当益金不算入制度に準ずる基準とし
て規定されていたことに加え、……外国子会社合
算税制の目的等に照らせば、本件委任規定は、基
準所得金額の具体的な計算の基準につき、どの時
点までに提出されたどのような資料等に基づいて
計算するかといった点も含めて、我が国の法人税
法及び措置法による所得の金額の計算に準じて行
う基準を定めることを委任する趣旨の規定である
と解される」。本件規定は「一般に、本件委任規
定の委任の範囲を逸脱するものではない」（原判
決引用部分）。

　５　本件の事実関係の下での適用が委任の範囲
を逸脱すること及び「やむを得ない事情」の存在

は、いずれも認められない（本判決補足部分）。

判例の解説

　一　問題の所在
　確定申告書への記載や明細書の添付を適用要件
とし、修正申告や更正の請求による事後適用を認
めない仕組みは、当初申告要件と呼ばれる。平成
23 年 12 月改正で法人税法上の当初申告要件の多
くが廃止され、外国子会社配当益金不算入制度も
対象となったが、本件規定は改正されなかった。
　政令（委任命令）が授権法の委任の範囲を逸脱
すれば無効となる２）。最判令 5・11・6 民集 77
巻 8号 1933 頁（みずほ銀行事件）は、①政令が一
般に委任の範囲内にあるかと、②当該事件への適
用が委任の範囲を逸脱するかを分けて判断し３）、
本判決も同じ枠組みでＸの主張を排斥した。本稿
は①に関する判断を検討する。
　委任命令の適法性については、法律の内容を変
更しているか、その変更の委任があるかが問題と
なる４）。本件規定は、手続を定める形で所得計算
を左右する課税要件（以下「手続的課税要件」とい
う。）であり、本判決もこの理解に立つ（判決の要
旨２・４）。問題は、法律自体にないこの要件の
設定が委任されているかにある。本判決は、所得
計算に「準ずる」基準には資料の提出時期も含ま
れるという委任の趣旨の理解（判決の要旨４）と、
当初申告要件が制度目的に資するという合理性
（判決の要旨２・３）を論拠に逸脱を否定した。以下、
関連裁判例を整理し（下記二）、委任規定の文理・
委任の趣旨（下記三１）と、授権法の趣旨・目的・
仕組み（下記三２）から検討する５）。

　二　命令による手続的課税要件の設定
　東京高判平 7・11・28 行集 46 巻 10 ＝ 11 号
1046 頁（木更津木材事件）は、「手続的な事項を
課税要件とすること自体は法律で規定し、その上
で課税要件となる手続の細目を政令以下に委任す
れば足りる」とし、登録免許税の軽減税率を「政
令で定めるところにより」とする文言は追加的な
手続的課税要件の委任を含まないと解した。そし
て、証明書の添付を登記申請の受理要件とする部
分は有効としつつ、申請時に添付がなければ後に
提出しても軽減税率を適用しない部分を無効とし
た。東京地判平 27・5・28 訟月 63 巻 4 号 1252
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頁も、租税条約等実施特例法 12 条の包括的な委
任について「課税要件等の定めを省令に委ねたも
のと解することはできない」とし、省令上の届出
書の不提出による条約の適用否定を認めなかっ
た。他方、大阪高判平 12・10・24 訟月 48 巻 6
号 1534 頁は、法律が「大蔵省令で定めるところ
により……受けるものに限り、登録免許税を課さ
ない」と定めた事案で、その「規定自体から、登
記手続上一定の書類を添付しない場合には、免税
の利益を失うことが読み取れる」とし、省令の定
める添付要件を委任の範囲内とした。
　これらの裁判例によれば、法律の内容を変更す
る手続的課税要件を命令で定めるには、法律によ
る明示的な委任が必要である。課税要件法定主義
の下では、委任の範囲が課税要件等を定める法律
の規定から確定できなければならず、そうでなけ
れば納税者は法律から委任の範囲を予測できな
い６）。

　三　本件規定は委任の範囲を逸脱していないか
　１　授権法の規定の文理、委任の趣旨
　本件委任規定が政令に委ねたのは、法人税法及
び措置法による「所得の金額の計算に準ずるもの
として政令で定める基準」である。本判決は「ど
の規定にどの程度準ずるものとするか」も委ねら
れたとする（判決の要旨１）が、「準ずる」の文言
が法律上の規律との一定の相違を許容するとして
も、その相違は、委任された所得計算の基準に関
するものでなければならない。書類の提出時期に
より控除自体を否定することは、どの金額を所得
計算上算入し又は控除するかという計算の具体化
ではなく、追加的な手続的課税要件の設定である。
　木更津木材事件では軽減税率が法律に定められ
ていたのに対し、本件では配当控除自体が政令に
あるから、その要件も委任事項に含まれるとの反
論があり得る。しかし、法人税法 23 条の 2が外
国子会社からの配当を益金不算入とする以上、こ
れに準ずる計算として、特定外国子会社等が一定
の子会社から受ける配当の控除が要請される。内
国法人が直接配当を受ける場合との「バランス」
を挙げる創設時の解説７）のとおり、政令が定め
る配当控除はこの要請を具体化するものである。
本判決も、控除の規定が「本件委任規定の定めに
沿う」とする（判決の要旨３）。控除明細書の添付
を求めることと、添付を欠けば事後に控除対象で

あることが確認されても控除しないこととは異な
り、後者は法律の求める所得計算の結果を変更す
る。控除の具体的規定が政令に置かれていること
を理由に、この変更まで委任されたとはいえない。
みずほ銀行事件判決が是認した政令の定めは、法
律が「請求権の内容を勘案して」定めるとした計
算の基準時を具体化するものである８）。本件規定
は、これと異なり、同事件の調査官解説のいう「そ
もそも授権法の規定が予定していない要件」９）を
設けるものと解される。
　本判決は、平成 23 年 12 月改正前は法人税法
23 条の 2第 3 項も含めて準ずる基準とされてい
たことなどから、「どの時点までに提出されたど
のような資料等に基づいて計算するか」も委任事
項に含まれるとする（判決の要旨４）。しかし、本
件委任規定が求めるのは法律の計算内容に準ずる
ことであるところ、同項が定めるのは計算それ自
体ではなく、その適用を確定申告書への明細の記
載に係らせる手続的課税要件である。同改正前か
ら、本件委任規定が「準ずる」ことを求める対象
に同項は含まれていなかったと解すべきである。
仮に含まれていたとしても、同改正による当初申
告要件の撤廃後は「準ずる」対象が失われている。

　２　授権法の趣旨、目的及び仕組みとの整合性
　平成 29 年改正前の措置法は、外国子会社合算
税制の適用除外（66 条の 6第 7項）や合算課税済
みの所得に係る配当の二重課税調整（66 条の 8第
14 項）について当初申告要件を法律自体に置く
一方、本件の配当控除については置いていなかっ
た。法律に手続的課税要件の例があること（判決
の要旨４）は、むしろそれを法律で定めるべきこ
とを裏付けるものであり、本件の当初申告要件を
政令で定めることの委任を基礎付けるものではな
い 10）。木更津木材事件で国は、実体的課税要件
は既に法律で定められているため、「政令で定め
るところにより」との文言は、手続的な事項を課
税要件として追加することの委任と解するほかな
いと主張した。同判決は、これを「手続的事項は
手続的効果を有するにとどめ、これを課税要件と
しない立法政策があること」を理由に排斥した。
本件委任規定には、大阪高判平 12・10・24 の事
案のように、政令の定める手続によることを控除
の限定に結び付ける文言もない。
　本判決は、平成 23 年 12 月改正も必要な当初
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申告要件まで撤廃したものではないとし、資料の
早期収集と不申告の抑止を理由にその合理性を認
める（判決の要旨２・３）。しかし、平成 23 年 12
月改正の解説は、当初申告要件を「当初申告時に
選択した場合に限り適用が可能」とする仕組みと
捉え、「インセンティブ措置」と「利用するかし
ないかで、有利にも不利にもなる操作可能な措置」
のいずれにも当たらない措置の当初申告要件を廃
止すると整理する 11）。本件の配当控除は所得計
算上の調整であって、インセンティブ措置でも、
有利・不利を見て利用を選択する措置でもない。
その性質から、適用の選択を当初申告時に限る必
要性を説明することは困難である。また、資料収
集や不申告抑止の必要性は、課税執行上の合理性
を説明しても、当然に所得計算の委任の範囲を拡
張するものではない 12）。木更津木材事件判決も、
申請書等だけで税額を確認できることの必要性は
「必ずしも失権的な手続的要件を伴わなければな
らないことまでも意味するものではない」とした。
執行上の必要性だけで、法律上の委任を補うこと
はできない。
　以上によれば、本件委任規定は、事後の配当控
除を否定する手続的課税要件の設定を委任せず、
本件規定のうちこの効果を定める部分は、制定当
初から委任の範囲を逸脱すると解すべきである。
少なくとも平成 23 年 12 月改正後は、これを「準
ずる」計算の基準として維持できない 13）。

　四　本判決の射程と課題
　本件規定と同趣旨の当初申告要件は平成 29 年
改正後も措置令 39 条の 15 第 9 項に存置されて
いるが、同改正で適用除外に係る当初申告要件が
廃止されたため、不申告抑止を根拠とする論理が
改正後も妥当するかは別途検討を要する 14）。当
該要件は、「やむを得ない事情」がなければ、適
用除外に当たると判断した場合や添付を失念した
場合にも事後の控除を否定する。経済産業省の研
究会は、この問題や事務負担を理由に当初申告要
件の廃止を提言している 15）。立法的な見直しと
ともに、解釈論上も、手続の不履行に配当控除の
否定を結び付けること自体に法律上の根拠を要す
るという視点から、本件規定の有効性を問い直す
べきである。

●――注
１）原判決は東京地判令 7・5・16（公刊物未登載、LEX/
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21・1・30 判タ 1298 号 140 頁参照。

11）財務省 HP『平成 24 年度税制改正の解説（平成 23 年
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